
 

 

1. 研究の研究の研究の研究の背景と目的背景と目的背景と目的背景と目的    

 地方都市では、中心市街地の都市機能が衰退し、都市全

体の魅力を低下させている。その対策として、平成10年に

は略称中心市街地活性化法（以下、旧中活法）が施行され、

平成18年８月までに、全国の671自治体、690地区に基本計

画（以下、旧基本計画）が策定された。しかし、策定され

た旧基本計画は事後報告の制度がないなど問題点が多く、

うまく機能していない状態であった。そのため、旧法の問

題点を改善することによって中心市街地活性化を実現する

ことを目的とし、平成18年に中活法の改正（以下、新中活

法）が行われた。 

一方、平成の大合併により旧基本計画を策定していた都

市同士が合併し、複数の旧基本計画地区を持つ自治体が全

国で存在することになった。そして法改正に伴い、旧基本

計画は失効した。また法律では、原則として中心市街地は

１市区町村に１区域に限定している。そのため、合併後の

核となる中心都市の中心市街地は新法を適用しての活性化

事業を行うことができるが、新自治体の中心的な都市機能

を持たず、中心都市に集約された旧自治体であるが、合併

前から各地域にとって重要な役割を持っている活性化が必

要な被集約都市の中心市街地では新法を適用することが困

難であると考えられる。 

 このような中、商業面からは平成21年に中心市街地内外

を問わず地域コミュニティの担い手である商店街を直接支

援する略称地域商店街活性化法が施行された。しかし、法

では商店街振興組合や事業協同組合などの法人化された商

店街を対象としており、全国の75.6％を占める任意団体の

商店街(1)では適用できない。また、中心市街地は商店街の

みを指すものではないため、本法律のみで多種多様な中心

市街地活性化事業を実施することは不可能である。 

 既往研究を見ると、旧基本計画及び事業に関しては人口

20万人以上都市を対象に旧中活区域の設定条件の分類・分

析している糸井らの研究1)、旧基本計画事業・計画情報を

因子分析している宮本らの研究2)、人口20万人以上都市の

うち24都市を選定し、旧基本計画事業の進捗状況を明らか

にした河津らの研究3)、旧基本計画事業の未着手理由、具

体的な効果・評価、事業推進上の問題点を明らかにした吉

田らの研究4)がある。新基本計画及び事業に関する研究に

は、全国67地区の新基本計画の内容を類型化し、中心市街

地活性化に向けた計画のあり方について考察している鈴木

らの研究5)、新基本計画策定済の全国51市を対象に中心市

街地の範囲設定、中心市街地の課題、駐車場問題等の現状

の問題点を整理し、鳥取市を取り上げて中心市街地の状況

を論述している樋口の研究6)がある。また、中活法に基づ

く基本計画及び事業に関する研究以外にも、豊後高田市

「昭和の町」を対象に、財政面に着目した中心市街地活性

化に向けたまちづくり交付金の有用性、自治体の管理運用

上の課題を論述している松見らの研究7)がある。しかし、

多くが新基本計画策定都市等の、地方の中核となる都市、

市町村合併の中心都市であり、市町村合併により新自治体

の中心市街地でなくなった被集約都市中心市街地に着目し

ている研究は見られない。 

 そこで本研究では、被集約都市の中心市街地を対象とし

て、旧基本計画に位置付けられた中心市街地活性化事業

（以下、旧基本計画事業）の現在までの実施状況を把握す

ることにより、事業実施の現状、実施にあたる問題点を明

らかにする。また、被集約都市の中心市街地の必要性及び

行政、商工会議所・商工会等関係組織の連携を明らかにす

ることから、被集約都市の中心市街地の実態と課題を考察

することを目的とする。 
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2. 全国の被集約都市中心市街地の実態全国の被集約都市中心市街地の実態全国の被集約都市中心市街地の実態全国の被集約都市中心市街地の実態    

2.1 複数の旧基本計画策定地区を有する自治体 

旧中活法施行以後、平成10年8月提出の福島県郡山市を

始まりとして、新法施行間際である平成18年7月提出の宮

城県岩沼市まで、全国で690地区、671の自治体で旧基本計

画が策定された。平成21年3月末時点で旧基本計画策定地

区を複数有している自治体は、全国に64自治体存在する。

そのうち選定条件(2)に該当する自治体は39存在し、研究対

象は37自治体（45地区）とした(3)（表1）。 

2.2 被集約都市中心市街地の現状 

被集約都市の中心市街地の現状、活性化していない原因、

今後の方針、活性化を図るために必要な事業、活性化を図

るための計画の状況を把握することを目的とし、研究対象

都市（45地区）に対してアンケート調査(4)を実施した。 

まず、被集約都市中心市街地の現状を見ると、全体の約

85％と非常に多くの中心市街地が以前よりも衰退している

状態である。そのなかでも活性化を図るべきと考えている

自治体が約80％であり、衰退問題に直面していることがわ

かる（図1）。しかし、依然として失効した旧基本計画を

継続している市町村が約40％となっている（図2）。加え

て、計画を立てるつもりがない自治体が約20％であること

から、現状に合わせた活性化を図るための計画を新規に策

定するまでに至っていない自治体がほとんどであり、活性

化を図るには厳しい現状といえる。 
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名寄市 80 27,760 83.3 十日町市 76 43,002 66.1
風連町 72 5,568 16.7 川西町 45 8,185 12.6
北見市 117 112,040 84.8 富山市 243 325,700 77.4
留辺蘂町 38 9,356 7.1 八尾町 280 22,322 5.3
常呂町 59 5,193 3.9 高岡市 150 172,184 92.7
西根町 42 19,031 58.6 福岡町 29 13,498 7.3
安代町 53 6,390 19.7 松任市 90 65,370 61.1
一関市 165 63,510 48.7 美川町 138 12,454 11.6
千厩町 196 13,504 10.4 静岡市 250 469,695 64.3
川崎村 50 4,634 3.6 清水市 130 236,818 32.4
花巻市 170 72,995 68.1 浜松市 310 582,095 74.0
大迫町 151 6,949 6.5 浜北市 149 84,905 10.8
東和町 110 10,710 10.0 津市 160 163,246 57.0
水沢市 114 60,990 45.8 久居市 138 41,063 14.3
江刺市 38 33,687 25.3 豊岡市 155 47,308 51.0
大館市 115 66,293 76.8 日高町 90 18,410 19.8
比内町 89 12,095 14.0 出石町 66 11,207 12.1
鶴岡市 180 100,628 68.2 城崎町 58 4,345 4.7
温海町 90 10,608 7.2 海南市 214 45,507 75.4
会津高田町 126 15,564 59.5 下津町 90 14,866 24.6
会津本郷町 111 6,506 24.9 橋本市 20 55,071 78.1
船引町 272 23,920 53.1 高野口町 80 15,398 21.9
滝根町 100 5,457 12.1 出雲市 150 87,330 59.4
水戸市 330 246,739 94.3 平田市 133 29,006 19.7
内原町 88 14,823 5.7 尾道市 200 92,586 59.7
佐野市 165 83,414 66.4 因島市 34 28,187 18.2
田沼町 - 29,582 23.5 瀬戸田町 96 9,606 6.2
葛生町 66 12,675 10.1 庄原市 87 21,370 46.8
氏家町 80 28,720 71.7 東城町 170 10,330 22.6
喜連川町 138 11,310 28.3 岩国市 119 105,762 68.7
鹿沼市 75 94,128 89.8 周東町 33 14,616 9.5
粟野町 33 10,636 10.2 松山市 235 473,379 93.1
今市市 60 62,476 63.7 北条市 107 28,547 5.6
日光市 117 17,428 17.8 八代市 167 106,141 75.5
伊勢崎市 137 125,751 64.7 鏡町 163 16,174 11.5
境町 114 31,025 16.0 山鹿市 146 32,944 55.4
熊谷市 123 156,216 75.7 鹿本町 100 8,522 14.3
妻沼町 75 28,182 13.7 本渡市 185 41,090 39.9
新潟市 510 501,431 62.0 五和町 21 10,717 10.4
豊栄市 132 48,997 6.1 宮崎市 217 305,755 84.1
亀田町 100 32,061 4.0 佐土原町 71 32,499 8.9
巻町 167 29,486 3.6 都城市 160 131,922 76.8
長岡市 104 193,414 67.4 高崎町 63 11,383 6.6
栃尾市 112 24,704 8.6 　　　　　　　　　　　　　※黒塗りが被集約都市
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表1 研究対象都市概要 

図1 中心市街地の現状及び今後の方針 

図2 中心市街地活性化に関する計画の状況 

図3 旧基本計画事業の実施状況（ハード事業） 

図4 旧基本計画事業の実施状況（ソフト事業） 
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2.3 被集約都市の旧基本計画事業の実施状況 

被集約都市の旧基本計画事業の実施状況を見ると、ハー

ド事業では全体の事業実施率はあまり高くないものの、道

路整備、施設整備事業は計画数も多いが比較的実施できて

おり、交通環境整備と箱物整備を中心として実施されてき

たことが明らかとなった（図3）。また、ソフト事業とし

ては、TMOが立ち上がり、住民と共同して実施することが

出来た都市も存在した（図4）。しかし、全体的に計画を

進めることが出来た都市は少なく、事業実施率は全体的に

低い状況である。 

 

3.3.3.3. 詳細研究対象都市中心市街地の実態詳細研究対象都市中心市街地の実態詳細研究対象都市中心市街地の実態詳細研究対象都市中心市街地の実態    

被集約都市中心市街地を把握するために、詳細研究対象

都市を選定した。条件(5)は、①人口が1万人以上、②DIDを

有している、③用途地域が指定されている、④被集約都市

の中心市街地と中心都市の中心市街地との間の道路距離が

10km以上、⑤中心市街地間が無料道路で移動できる、⑥ア

ンケート回答都市であり、該当する旧浜北市、旧豊栄市、

旧巻町、旧平田市、旧栃尾市を全て対象とした（表2）。 

3.1 旧平田市の中心市街地の状況 

５都市の中から、ここでは用途地域面積に占めるDID面

積の割合及びDID面積に占める旧中活区域面積、用途地域

面積に占める旧中活区域面積が大きく、比較的コンパクト

な都市を形成している旧平田市の中心市街地の状況を見る。 

旧平田市内でDIDを有する地域及び用途地域が指定され

ている地域は旧平田市中心市街地周辺(6)のみである。旧中

活区域（133ha）は昭和45年DID及び用途地域の商業地域、

近隣商業地域を主として包括して設定されている（図5）。 

 公共施設の立地状況は、中心市街地内に行政の支所、図

書館、小学校、警察署、郵便局、体育館が存在し、また旧

中活区域外ではあるが近隣地域に病院、中学校、文化施設、

福祉施設等、多種多様な施設が集積している地域である。 

 現地調査結果及び住宅地図より把握した中心商店街であ

る本町商店街、南本町商店会の道路沿いの建物用途の現況

を見ると、通りに面している建物は73戸、うち商業・業務

用途が29戸、住宅兼商業・業務用途が4戸、住宅用途が31

戸、工業用途が1戸、空き店舗(7)が7戸、空き家が1戸であ

る（図6）。本地域は全域が商業地域（建ぺい率：80％、

容積率：400％）に指定されているが、商業・業務用途と

住宅用途がほぼ同数である。また、住宅用途31戸のうち7

戸が元々は商業店舗であり、現在は住宅としてのみ利用し

ている状態である。 

 周辺の商業状況を、商業統計メッシュ（３次メッシュ）

により把握する。旧平田市の平成22年の最高地価公示価格

点を含むメッシュを中心とし、21km×21kmの範囲の商業

状況について、昭和54年から平成19年の約30年間の変化を

見ると、旧平田市中心部では商店街の衰退により店舗数は

減少しているが、大型小売店舗が進出していることから、

売り場面積自体は増加している（図7、8）。 

 

旧浜北市旧浜北市旧浜北市旧浜北市
（浜松市）（浜松市）（浜松市）（浜松市）

旧豊栄市旧豊栄市旧豊栄市旧豊栄市
（新潟市）（新潟市）（新潟市）（新潟市）

旧巻町旧巻町旧巻町旧巻町
（新潟市）（新潟市）（新潟市）（新潟市）

旧平田市旧平田市旧平田市旧平田市
（出雲市）（出雲市）（出雲市）（出雲市）

旧栃尾市旧栃尾市旧栃尾市旧栃尾市
（長岡市）（長岡市）（長岡市）（長岡市）

①①①① 86,83886,83886,83886,838 49,308 28,713 28,071 23,168
②②②② 26,299 26,723 12,363 5,160 7,674
③③③③ 30.3 54.254.254.254.2 43.143.143.143.1 18.4 33.1
④④④④ 499 420 254 159 218
⑤⑤⑤⑤ 809 628 407 308 473
⑥⑥⑥⑥ 149 132 167 133 112
⑦⑦⑦⑦ 61.761.761.761.7 66.966.966.966.9 62.462.462.462.4 51.651.651.651.6 46.1
⑧⑧⑧⑧ 29.9 31.4 65.765.765.765.7 83.683.683.683.6 51.451.451.451.4
⑨⑨⑨⑨ 18.4 21.0 41.041.041.041.0 43.243.243.243.2 23.7

H11.3.12 H14.6.25 H13.9.28 H16.4.1 H17.12.9
(39) (526) (456) (613) (683)

⑪⑪⑪⑪ 線引き線引き線引き線引き 線引き線引き線引き線引き
非線引き

（用途地域有）
非線引き

（用途地域有）
非線引き

（用途地域有）
⑫⑫⑫⑫ × ㈱まちづくり豊栄 × 平田商工会議所 栃尾商工会
⑬⑬⑬⑬ H17.7.1 H17.3.21 H17.10.10 H17.3.22 H18.1.1

⑭⑭⑭⑭ 3市8町1村 4市4町5村
1市1町

（4市5町5村）
2市4町

2市2町1村
（2市8町1村）

⑮⑮⑮⑮ 浜松市 出雲市 長岡市
⑯⑯⑯⑯ 601,571 88,80588,80588,80588,805 195,681

⑰⑰⑰⑰ 線引き線引き線引き線引き
非線引き

（用途地域有）
線引き線引き線引き線引き

⑱⑱⑱⑱ ○○○○ × ○○○○
⑲⑲⑲⑲ 政令指定都市政令指定都市政令指定都市政令指定都市 - 特例市

都市名都市名都市名都市名

被被被被
集集集集
約約約約
都都都都
市市市市

中中中中
心心心心
都都都都
市市市市

新潟市
504,741

線引き線引き線引き線引き

○○○○
政令指定都市政令指定都市政令指定都市政令指定都市

⑩⑩⑩⑩

①H17人口（人） ②H17DID人口（人） ③DID人口率（％） ④H17DID面積（ha）

⑤用途地域面積（ha）
⑥旧中活区域面積
(ha)

⑦DID面積
／用途地域面積（％）

⑧旧中活区域面積
／DID面積（％）

⑨旧中活区域面積
／用途地域面積（％）

⑪都市計画区域

⑫旧法TMO認定 ⑬合併年月日
⑭合併都市
（1次合併含む）

⑮中心都市名（旧
市）

⑯H17人口（人） ⑰都市計画区域 ⑱新中活認定 ⑲都市制度

⑩旧基本計画提出年月日
（提出順位）

表2 詳細研究対象５都市概要 

図5 旧平田市中心市街地集積状況図 

図6 旧平田市中心商店街建物現況図 

土地区画整理事業（S58～H17） 
(31.9ha) 

都市計画道路整備（H12～18） 

凡例

旧中活区域

S45 DID

H17 DID

鉄道

大型小売店舗
（1000㎡以上）

主要道路

中心商店街

第1種低層住居専用地域

第2種低層住居専用地域

第1種中高層住居専用地域

第2種中高層住居専用地域

第1種住居地域

第2種住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

戸数 割合
商業・業務用途 29 40%

住宅兼商業・業務用途 4 5%
住宅用途 31 42%
工業用途 1 1%
空き店舗 7 10%
空き家 1 1%

73 100%

用途

計
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P

P 主な駐車場 
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3.2 ５都市の中心市街地の状況 

 3.1で示した旧平田市のみならず、５都市全ての中心市

街地には行政の支所（区役所）を始めとした多種多様な都

市集積がある。しかし、状況の違いはあるが、５都市全て

の中心市街地の商業・業務機能は弱まっている。商店街を

見ても、商業店舗を住居として利用している元商業者が多

く存在している状況である。このように元店舗の建物で現

在も生活しているため、店舗を空き店舗として他の商業者

に貸し出すことが出来ない。現状のままでは更なる中心市

街地の衰退の進行が危惧される。 

 

4. 被集約都市中心市街地の考察被集約都市中心市街地の考察被集約都市中心市街地の考察被集約都市中心市街地の考察    

4.1 旧基本計画事業の考察 

５都市について現在の旧基本計画事業の実施状況と効果

を考察する。事業実施率が比較的高い旧浜北市、旧平田市

では、行政が主体となったハード事業が多く実施された

（表3）。しかし、事業のほとんどが中心市街地内部の整

備ではなく、アクセス性向上のための「道路・街道整備」

等の外縁部の整備であった（図9）。そのため、来街者が

中心市街地内部へ流入することはなく、外縁部のみが発展

し、中心市街地及び商店街は衰退が進んだと考えられる。

ソフト事業も、ハードと同様、効果があまり見られていな

い状況である。 

 被集約都市中心市街地では中心都市のような集客力がな

く、財政上でも中心都市の中心市街地活性化事業で手いっ

ぱいな状態であるため、今後は旧浜北市のような大規模の

市街地再開発事業等による整備は難しい。しかし、これま

で通りの中心市街地外縁部の整備では、衰退はさらに進行

すると考えられる。ただし、ソフト事業を効率的に実施出

来た都市はTMOの存在が大きく影響している。住民とのコ

ンセンサスを形成しやすい点はTMO存在のメリットであり、

ソフト面のみならず行政主体のハード面でも実施していく

べきである。 

旧
浜
北
市

旧
豊
栄
市

旧
巻
町

旧
平
田
市

旧
栃
尾
市

土地整備・活用 ○ ○
施設整備 ◎ ○ ○ ◎ ○

商店街・市場整備 ○ ◎ ○
道路・街道整備 ◎ ○ ○ ○

駐車場・駐輪場整備 ○ ○ ○
その他インフラ整備 ○ ◎
歩道・散策路整備 ○ ○
河川・水路整備 ○
公園・広場整備 ○ ○ ○

景観・自然・資源整備
その他施設整備 ○

居住促進 住宅整備
その他 その他

イベント開催 ○ ○ ○ ○ ○
にぎわい創出
サービス向上 ○ ○ ○

空き店舗・空き地活用 ○ ○
広告・情報関係 ○ ○ ○
観光促進事業

公共交通等移動手段支援 ○ ○
交通施策関係

市街地快適性向上 景観・自然・資源保全
居住促進 住宅供給支援

TMO関連 ○ ○
その他

○ 1～4事業
◎ 5事業以上

ハ
ー

ド
事
業

商業・施設利用促進

交通利便性向上

市街地快適性向上

ソ
フ
ト
事
業

商業・施設利用促進

交通利便性向上

その他

図7 H19-S54店舗数増減 図8 H19-S54売り場面積増減 

表3 旧基本計画事業実施完了及び実施中事業数 

表4 詳細研究対象５都市調査結果 

商店街商店街商店街商店街 大型小売店舗大型小売店舗大型小売店舗大型小売店舗 ハード事業ハード事業ハード事業ハード事業 ソフト事業ソフト事業ソフト事業ソフト事業 実施状況実施状況実施状況実施状況 計画名（実施期間）計画名（実施期間）計画名（実施期間）計画名（実施期間） 旧基本計画との関連旧基本計画との関連旧基本計画との関連旧基本計画との関連

浜北市浜北市浜北市浜北市
・副都心地区
（浜松市総合計
画）

・商店連盟は
存在するが、
商店街と呼べ
る商業集積地
は未形成

・旧市内及び
隣接旧市町村
に郊外店乱立
・旧市内郊外
地域に10,000
㎡超店舗が2
店

完了率：78％（21／27）
着手率：93％（25／27）
未着手率：4％（1／27）
失効率：4％（1／27）

実施率：25％（1／4）
廃止率：50％（2／4）
失効率：25％（1／4）

・浜北駅前市街地再開
発事業の実施のため
の計画であるため、
ハード事業完了率が高
い
・ソフト事業はほとんど
計画されていなかった
・TMO構想も浜北商工
会が策定したが、認定
には至らなかった

・合併時に廃止

都市再生整備計画
（H16～H20）
（H18～H20）
（H21～H25）

・特になし
（個別事業として策定、
実施）
（土地区画整理事業、道
路整備がメイン）

なし

・副都心構想を
H21年に策定し
たが、計画策定
の予定なし

豊栄市豊栄市豊栄市豊栄市
・地域拠点
（新潟市総合計
画）

・複数の商店
街形成
・豊栄駅前に
形成する「駅
前商店街振
興組合」が法
人格を所有

・旧市内は中
心市街地周
辺、高速道路
インター周辺に
多数立地

完了率：18％（7／39）
着手率：21％（8／39）
未着手率：80％（31／39）
失効率：80％（31／39）

実施率：27％（6／22）
失効率：73％（16／22）

・合併後、新市の計画
に事業が盛り込まれな
かった
・TMOとしてまちづくり
会社が設立されたが、
うまく機能しなかった

・位置付けなし なし - なし
・地域拠点商業
活性化計画を現
在策定中

巻町巻町巻町巻町
・地域拠点
（新潟市総合計
画）

・複数の商店
街形成
・中心市街地
内商店街が1
つの冠名「ま
き鯛車商店
街」として取り
組み

・旧市内は中
心市街地近隣
にのみ立地
（旧国道沿道
にスーパー）

完了率：0％（0／21）
着手率：5％（1／21）
未着手率：95％（20／21）
失効率：95％（20／21）

実施率：23％（3／13）
失効率：77％（10／13）

・ハード、ソフトともにほ
ぼ未実施
・コンセンサスが得られ
なかったこと、TMOが
立ち上がらなかったこ
とが原因である

・位置付けなし なし -

・商工会が主体と
なって、区役所、
商工会、商店街
代表者等が集ま
る「プロジェクト
チーム」が組織

・地域拠点商業
活性化計画を現
在策定中

平田市平田市平田市平田市

・東部都市拠点地
区
（出雲市総合計
画）

・複数の商店
街形成
・「平田本町
商店街振興
組合」が法人
格を所有
歴史を活かし
たまちづくりを
取り組み

・旧市内は中
心市街地内及
び周辺の環状
線道路沿いに
多数立地
・中心市街地
内店舗の郊外
移転が発生

完了率：27％（9／34）
着手率：59％（20／34）
未着手率：41％（14／34）
失効率：27％（9／34）

実施率：50％（5／10）
廃止率：30％（3／10）
失効率：20％（2／10）

・行政、第3セクター主
体のハード事業は実施
出来た
・策定後1年で市町村
合併したため、民間の
盛り上がりが不十分で
あった

・位置付けなし
（市の補助金対
象地域としては
残存）

都市再生整備計画
（H19～H23）

・旧基本計画の代替とし
て策定、実施

・商工会議所が
主体となって、本
庁、支所、商工会
議所、商店街代
表者等が集まる
「出雲市東部都
市拠点地区活性
化協議会」を実施

・H18～H21にか
けて旧平田市中
心市街地を対象
とした新基本計
画の認定を目指
したが、取りや
めた経緯あり
・今後独自の活
性化計画策定を
予定

栃尾市栃尾市栃尾市栃尾市

・栃尾地域の中心
商店街
（長岡市総合計
画）
・地域の中心部
(長岡市都市計画
マスタープラン）

・複数の商店
街形成
・「とちおにぎ
わい委員会」
により決定し
た商店街活
性化事業を実
施

・旧市内は中
心市街地内及
び周辺にのみ
立地
・隣接旧市町
村に郊外店多
数立地

完了率：10％（1／10）
着手率：40％（4／10）
未着手率：60％（6／10）
失効率：20％（2／10）

実施率：71％（5／7）
廃止率：14％（1／7）
失効率：14％（1／7）

・新市でも事業が実施
出来るよう、合併直前
に策定
・ハード、ソフト共に現
在実施中の事業が多
い

・現在も商業活
性化計画として
位置付け

都市再生整備計画
（H19～H23）

・旧基本計画のハード事
業を担当

・商工会が主体と
なって、支所、商
工会、商店街代
表者等が集まる
「にぎわい委員
会」が組織

・旧基本計画及
び都市再生整備
計画を活性化計
画と位置付け

中心市街地内他計画中心市街地内他計画中心市街地内他計画中心市街地内他計画
協議会の実施協議会の実施協議会の実施協議会の実施

活性化計画の活性化計画の活性化計画の活性化計画の
策定状況策定状況策定状況策定状況

旧市町旧市町旧市町旧市町
名名名名

合併後の中心市合併後の中心市合併後の中心市合併後の中心市
街地の扱い方街地の扱い方街地の扱い方街地の扱い方

商業の状況商業の状況商業の状況商業の状況 旧基本計画事業旧基本計画事業旧基本計画事業旧基本計画事業 旧基本計画の旧基本計画の旧基本計画の旧基本計画の
現在の位置付け現在の位置付け現在の位置付け現在の位置付け
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4.2 中心市街地活性化に関する計画の考察 

５都市について現在の中心市街地活性化に関する計画の

策定状況と活用状況を考察する。被集約都市中心市街地の

新基本計画認定は、原則外ではあるが可能である。旧平田

市では新基本計画の策定を目指して法定協議会が開かれて

いた。しかし、被集約都市中心市街地では中心都市のよう

な市街地再開発事業、箱物整備等の実施は難しい。また、

内閣府との協議で、民間主体による事業計画が乏しく具体

性に欠けること、２つの基本計画を同時に策定する必要が

あること、当時は１つの市で複数の認定を受けているのは

政令指定都市の北九州市と静岡市しか例がなく実現可能性

が低いことが指摘され、旧平田市では策定を断念していた。 

旧基本計画事業を継続する旧平田市、旧栃尾市では都市

再生整備計画を策定し、まちづくり交付金を担保として事

業を実施している。しかし、都市再生整備計画は中心市街

地の活性化のための制度ではなく、国土交通省の制度であ

り中活法のように経済産業省等、他の省庁との連携はない

ため、中心市街地活性化に必要な全ての事業を実施するこ

とはできない。 

また、法や制度の適用によらない、独自の中心市街地活

性化に関する計画を策定している自治体も存在している。

新潟市では、各区で「地域拠点商業活性化推進計画」の策

定を平成20年より目指しており、計画策定地域に対しては

市独自の商業支援制度の補助率の向上を図っている。また、

本計画は商業の活性化計画でありながら、他部署との連携

を図っている点、計画策定により商業支援制度のインセン

ティブを設けている点は評価できるが、平成22年12月現在

で策定している区が１区しかないことから活力の低下した

中心市街地での活性化計画の策定が困難な状況であること

がわかる。 

4.3 中心市街地関係主体の連携の考察 

5都市の中心市街地に関係する組織の連携状況は、関係

者に対するヒアリング調査から以下に示す2つのタイプに

分かれた。 

1）「行政・民間連携強化型」 

行政の支所（区役所）―商工会―商店街組織間を中心市

街地活性化委員会で連携を図っている都市である（図10）。

該当する旧巻町、旧栃尾市では、行政の支所（区役所）担

当者が中心市街地活性化委員会に参加し、商工会、商店街

組織代表者と連携を図っている。被集約都市に位置する行

政担当者が中心市街地の状況を掴み、活性化の方向性を民

間組織とともに考え、実践している点は評価できる。しか

し、行政の支所（区役所）には事業の決定権はなく、本庁

にて予算等の調整を行い、事業の実施が決定する。よって、

支所（区役所）のみでは、活性化事業の決定等が難しい状

況である。また、同じく行政と民間組織間を委員会・協議

会で連携を図っている都市には旧平田市がある。旧平田市

は、行政の本庁―行政の支所―商工会議所―商店街組織間

を中心市街地活性化協議会で連携を図っており、行政は支

所のみならず、決定権を有する本庁も協議会メンバーに入

っている。そのため、行政間の調整も図りやすく、自治体

として一体となった活性化への取り組みが可能である点が

評価できる。 

2）「行政・民間連携疎遠型」 

商工会―商店街組織間の連携のみであり、行政と民間組

織との連携が全く図れていない都市である（図11）。該当

する旧浜北市、旧豊栄市では、被集約都市の中心市街地活

性化のための協議会等は全く実施されておらず、事業の実

図9 旧基本計画事業実施状況図（旧浜北市） 

図10 行政・民間連携強化型 

図11 行政・民間連携疎遠型 
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施も困難な状況である。また、民間の要望、実態を行政が

知る場がないため、他都市と比べると行政が被集約都市の

実情を捉えられていない状況である。これら都市に関して

も、合併前は市役所―商工会―商店街組織間は連携関係が

あり、協議会等を開かなくても問題意識の共有が図れてい

た。しかし、合併により行政と民間の関係性が非常に希薄

なものとなっている。 

 

5. まとめまとめまとめまとめ    

5.1 被集約都市中心市街地の課題 

 旧基本計画事業では中心市街地外縁部の整備が進んだが、

活性化への効果は見られていない。そのため住民の需要、

要望を考慮し、民間と連携を図りながら必要性の高い中心

市街地活性化のための事業を実施することが課題である。 

被集約都市で新基本計画の策定を目指す場合は、行政が

実施する事業のみならず、民間活力を活かした事業が実施

出来るかどうかが課題である。また、都市再生整備計画は

旧基本計画の代替としての利用は可能であるが、適用でき

ない事業は他の制度を併用しなくてはならない。特に、本

制度では民間が実施するソフト事業には十分な適応ができ

ないため、行政主導の整備以外の事業の実施策が課題とな

る。略称地域商店街活性化法に基づく商店街支援策も存在

するが、法人組織のみが適用できること、商店街組織が計

画を策定する専門知識及び体力がないことが問題である。

法的支援のない自治体独自の活性化計画を策定する場合、

中心市街地衰退により低下している民間活力を向上させる

インセンティブを自治体独自で設けられるかどうか、また

地域と行政及び行政内の複数部署が連携して中心市街地活

性化に取り組む仕組みを作れるかが課題である。 

行政と民間の連携関係なくしては効果的な事業計画の策

定、事業の実施は難しく、中心市街地活性化に取り組むこ

とは不可能である。そのため、今後は行政と民間組織間の

更なる連携の強化、支所のみならず決定権の持つ本庁との

連携の強化が課題である。また、旧巻町では中心市街地活

性化策の実施組織とも言える中心市街地商店街組織同士が、

平成22年５月より１つの冠名「まき鯛車商店街」として活

動している。本商店街では活性化事業の一つとして、市の

補助金を用いた空き店舗活用事業も実施しており、活性化

に取り組んでいる。行政と民間組織間のみならず、バラバ

ラである個別の商店街組織間の連携強化も、活性化事業を

取り組む体制として必要であると考えられる。 

5.2 まとめ・提言  

現制度、各自治体の取り組み状況では、被集約都市中心

市街地の抱える課題の解決は難しい。また、中心都市の中

心市街地のみの一極集中型の構造では、合併により広域化

した自治体全てをまかなうことは不可能である。そのため、

被集約都市中心市街地を活かしていくことにより、これか

らの高齢化・人口減少社会に対応するまちづくりが可能と

なると考えられる。そこで、新中活法による中心都市に対

するのみの中心市街地活性化施策だけでなく、被集約都市

中心市街地に対しても有効な制度づくり及び取り組み体制

が求められることから、以下の提言を行う。 

(1) 被集約都市中心市街地の扱いに関する提言 

被集約都市を扱う行政の支所は決定権を持たず、本庁が

調整を図り、決定権者となっている自治体がほとんどであ

る。そのため、事業に関しても地元の意見がすぐに反映さ

れない状況が発生している。そのため、本庁が調整する部

分は必要であると感じるが、支所にもある程度の決定権を

譲渡し、地域内で必要な部分は支所のみで決定できるよう

な仕組みが必要であると考えられる。 

(2) 関係組織間の連携体制に関する提言 

被集約都市中心市街地に関係する組織は様々な組織、部

署が絡んでいる。そして、どの方面も中心市街地の活性化

には必要不可欠な分野である。しかし、被集約都市では現

制度ではそれぞれがバラバラな状況であり、一体となった

中心市街地活性化の取り組み体制が整いにくい状況である。

そこで、行政、民間組織がメンバーとなる委員会・協議会

等を設立し、定期的に中心市街地に関する意見交換を図る

仕組みを作り、コンセンサス形成を行ったうえで一体とな

った活性化実施体制を整える必要があると考えられる。 
【補注】 
(1) 平成21年度商店街実態調査（中小企業庁）より算出。 
(2) 選定条件は、①地方都市、②平成の大合併により複数の旧基本計画

地区を有することとなった自治体、③旧自治体の平成12年国勢調査
人口が20％以上離れている自治体である。 

(3) 静岡市の旧清水市は人口規模が突出し、新基本計画策定都市である
ため除外。佐野市は旧基本計画が入手できなかったため除外。 

(4) アンケートは平成21年12月15日郵便送付（37自治体、45地区）。回
収数は29自治体（78.4％）37地区（82.2％）。 

(5) 条件設定理由は以下の通りである。条件①は少なくとも中心市街地
整備の必要性があるため。それ以外では過疎等の中心市街地以外の
問題が重要となっていると考えるため。条件②はDIDが従来から中心
市街地としての役割を果たしている地区であり、歴史的背景からも
中心市街地の必要性が高い都市であるため。条件③は都市計画の規
制があることから無秩序な開発が発生しにくく、中心市街地の都市
集積が高く、必要性も高い都市であるため。条件④は中心市街地間
距離が近すぎては被集約都市の中心市街地の必要性が低いため。自
動車利用、鉄道利用により日常的に行動できる範囲を10kmまでと定
めた。条件⑤は海等を橋で陸地間を結んでいる場合でも無料ならば
比較的移動が容易であるため。条件⑥は中心市街地の詳細な実態を
掴む事は不可能であるため。 

(6) 旧中活区域を中心市街地として取り扱う。 
(7) 現在営業しておらず、店舗内を居間として使用していない、商業用

途として使用可能である店舗。 
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